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　また、企業が持続的に発展していくためには、然るべき条件の整備が必要ですが、持続可能な社会を未来世代に引

き継いでいくこと、そのために『地球環境の保全』につとめることは極めて重要な条件であります。

　当社製品の大半はユーザーである企業の皆様へ提供する化学品であり、その管理には創業当初から力を入れてきま

した。1995年には、新たに『レスポンシブル・ケア』を宣言し、環境・安全・健康の確保を事業活動の全てのプロセ

スにおいて最優先として位置付けました。経営方針にも５つの安全（環境、製品、設備、物流および労働安全）の実

現を掲げています。当社の推進するレスポンシブル・ケア活動の意義は、コンプライアンスという狭い範囲にとどま

らず、自主的に目標を定め、広く活動することで、そこに付加価値を生み出し、社会貢献・社会的責任を果たすこと

にあります。「バイオから宇宙まで」という当社のキャッチフレーズが示す通り、多岐にわたる分野で当社が長年地

道に培ってきた多様な固有技術を、環境問題等の解決、地球環境の保全のために生かすことが、化学企業としての当

社の新たな使命であると考えています。

　当社グループの2003年度は、需要増に対応する中で生産数量が前年に比べて約1万トン増加しました。エネルギー

と産業廃棄物に関しては、2010年までの削減目標を定め、重点項目として活動に注力していますが、環境負荷の絶対

値は増加する傾向にあります。そのため特別に対策強化を図っております。その結果2003年度は産業廃棄物の削減

対策が大きく前進し、埋立量を大幅に減少することが出来ました。一方、エネルギー原単位の改善に関しては、新規

事業の立ち上がりと共に足踏み状態となっておりますので、今後一層の対策を強化してまいります。さらに、PRTR法

対象物質の排出量削減（2006年までの3年間で50％削減）、特定フロン使用機器の全廃（2008年度まで）を新たに中

期の重点課題として定め、2004年度から具体的な取組みを開始しました。

　当社は、環境経営の範囲を日本油脂グループへと広げ、レスポンシブル・ケアを進化させるべく一歩づつ前進して

おります。未だ道半ばではありますが、私どもの取組みについて、より多くの皆様に、より多くの情報を開示してい

くことが重要であると考え、「2004年度版環境レポート」をまとめました。さらに、より充実した内容を提供して社

会にあまねく知って頂くため、インターネットにても公表しております。

このレポートが、日本油脂グループのレスポンシブル・ケアへの取組み姿勢と活動について、皆様にご理解頂く一助

になれば幸いです。

　企業の不祥事・産業事故などが相変らず続く中、近年『企業の社会的

責任』が厳しく問われています。企業は利益を追求する存在ではありま

すが、その事業活動において、地球環境保全、法令遵守、人権擁護、労

働安全衛生、消費者保護などの社会的側面においても大きな責任を負っ

ております。『利益and 社会的責任』ではなく『利益 with 社会的責任』

が企業としての真にあるべき姿であります。

代表取締役社長
2004年９月

ごあいさつ



日本油脂グループは、環境・安全・健康に配慮した

　　　新しい価値を創造し続けることで社会に貢献してまいります。
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参考情報

　このレポートは、日本油脂グループのレスポンシブル・ケア活動について、

環境保全の取り組みを中心にステークホルダーの皆様にご理解頂くために

作成しました。

編集方針

■報告対象期間：2003年 4月 1日～2004年 3月31日

　　

■報告対象範囲：このレポートでは、日本油脂㈱および国内関連会社15社を報告対象としています。

　　　　　　　　（日本油脂グループあるいは連結と表記したデータ）

　 　　　　　　　日本油脂㈱、日本工機㈱、日油技研工業㈱、北海道日本油脂㈱、昭和金属工業㈱

 　　　　　　　　日邦工業㈱、油化産業㈱、日油工業㈱、㈱日本ﾀﾞｸﾛｼｬﾑﾛｯｸ、日油商事㈱

　　　　　　　　 ㈱ジャペックス、ニチユソリューション㈱、日武産業㈱、ニチユエステート㈱

 　　　　　　　　パイロセーフティーデバイス㈱、日油サービス㈱

　　　　　　　　（日本油脂あるいは単体と記載した場合）

　　　　　　　　 日本油脂㈱　　　　　　

■このレポートは以下のガイドライン等を参考にして編集いたしました。

　　環境省　「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」

　　環境省　「事業者のパフォーマンス指標ガイドライン（2002年度版）」

　　環境省　「環境会計ガイドライン（2002年版）」

　　環境省　「事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン（ver1.5）」

　　ＧＲＩ　「サステナビリティー・リポーティング・ガイドライン2002」

■発行状況

　　1998年 12月にインターネットで1998年度版を公開し、以後毎年発行・公開を継続しています。

　　小冊子での発行は、2003年版(10月発行)が初回で、本レポート(9月発行)が２回目です。

　　2005年度版は、2005年 7月に発行予定です。

■その他本レポートに係る特記事項は、巻末にまとめました。
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法令遵守（コンプライアンス）

経営方針

　グループの「経営理念」には、環境・

安全といった社会との共生を強く意識し

て、環境・社会への配慮、製品・操業の

安全を経営における主要な柱の一つとし

て位置付けています。

　2002年4月に改定した「経営理念」と「行動指針」は、これまでの経営理念の骨格を受け継ぎながら、今の時代そして見通し

うる近未来にふさわしい内容へと進化させたい、との思いを込めて作られています。

　グループの「行動指針」は、より親し

み易く、覚え易いものとするため、シン

プルな表現としています。「行動指針」に

おいても、化学メーカーとして、レスポ

ンシブル・ケアの責任を重視し、「地球の

未来」という言葉で、環境・安全への配

慮を簡潔明瞭に示しています。

経営理念 行動指針

＜環境方針＞
　日本油脂は、顧客・地域住民・従業員に対する安全と健康の確保のため、
また、環境の保全ならびに生態系および資源の保護のために、レスポンシブ
ル・ケア（責任ある配慮）を持って全ての事業活動を行なうことを環境安
全、製品安全、設備安全、物流安全および労働安全の５つの安全に関わる経
営方針とする。
　日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、
　　(1) 社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、
　　(2) 適切な自主管理と緊密な業務連携のもとに、
　　(3) 信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、
　　(4)製品の開発から製造・流通・使用を経て、最終の廃棄に至る
　　　までの全てのプロセスにおける環境・安全および健康に及ぼす
　　　影響を最小化するよう努めなければならない。

　日本油脂では、企業が、また従業員一

人ひとりの行動が常に社会倫理に則り、

社会からの信頼を得るために、2002年4

月に、倫理行動規範を制定すると同時に

倫理委員会を設置し、社会に対する自己

責任の強化と企業活動の透明性の確保に

努めています。

　人事・総務部広報担当に社員からの相

談窓口を設置しており、セイクシャルハ

ラスメントに関する相談については、こ

の窓口とは別に男女１名ずつの相談員を

配置し、透明で明るい職場づくりに配慮

しています。

環境方針

経営方針と組織

（1995年 8月制定）

　日本油脂は、1994年4月に「環境に関

するボランタリープラン」を策定し、そ

れに基づいて環境方針を定めました。

　さらに、これをグループに所属する全

ての役員と従業員が遵守すべき方針とし

て1995年8月に現在の環境方針が制定さ

れました。

日本油脂はレスポンシブル・ケアを実践します。



　ＲＣ委員会は、設備環境安全統括部門

の管掌役員を委員長として、６名の執行

役員と４名の研究所長で構成されていま

す。ＲＣ委員会の決定は、即時全社方針

として周知徹底され、社長から委嘱され

た最高機関として執行機能を備えていま

す。また、事業部門に統括ＲＣ管理者を、

工場・研究所にＲＣ管理者をそれぞれ任

命し、環境目標の具体的な展開を図って

います。

　ＲＣ活動は、ＰＤＣＡ( P l a n ･ D o ･

Check・Action)のサークルを確実に回す

ことで展開されています。

【Plan・Do】

　ＲＣ委員会で決定された方針・目標は

全部門に通達され、各々で具体的な計画

を立て実施されます。

【Check】

　成果・進捗状況は、本社設備環境安全

統括部門が全工場を訪問して行なうＲＣ

内部監査によりチェックし社長以下経営

陣に報告します。また、改善事項は半年

後の次回監査時に対応が完了したかどう

かフォローアップします。

【Action】

　監査の結果に応じて、ＲＣ委員会で次

年度のＲＣ活動方針や目標に反映しま

す。

　2003年度は、管掌役員（ＲＣ委員長）

を監査リーダーとして、当社監査役の立

会いの下で、のべ９日間の現場確認と書

類点検による内部監査を実施しました。

監査における改善事項は全部で22件あ

りました。主要な改善事項の内容は次の

通りです。

　　①PRTR対象物質の削減評価

　　②フロン使用機器の管理強化

　　③テロ対策としての管理強化

大半の改善事項は半年後のフォローアッ

プで解決を確認しましたが、①②の２点

については、ＲＣ委員会で中期目標とし

て2004年度からの活動を修正しました。

この様に、確実にPDCAのサークルを回

し、ＲＣ活動を推進しています。

　日本油脂では、環境安全･製品安全･設備安全･物流安全･労働安全の５つの安全を柱として、毎年重点実施項目を定めてＲＣ目標の

具体的展開を図っています。

レスポンシブル・ケア(ＲＣ)の推進体制

ＲＣ活動の展開フロー

組織



環境目標と達成状況

長
期
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標

中
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エネルギー原単位指数

最終埋立処分量

リサイクル率指数

温暖化ガス排出量

ISO14001認証取得

MSDS管理システム

PRTR対象物質排出量

特定フロン使用機器
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　長期・中期の環境目標と、それに対する2003年度の達成状況は下表の通りです。

　＜ポイント＞

　■「最終埋立処分量の削減」は、2003年度の重点課題として全事業所において注力した結果、大きな成果を得ました。

　■「PRTR対象物質排出量の削減」、「特定フロン使用機器の全廃」、「グリーン調達基準の運用」の３つを新たに中期目標として

　　制定しました。

　■2004年度は、「エネルギー原単位指数の向上」を重点課題として活動を推進します。

自己評価　◎：計画以上の成果　　○：計画通り　　△：計画未満の成果

グループとしての方針と状況

　日本油脂グループの各社は、「エネルギー原単位の向上」、「最終埋立処分量の削減」、「リサイクル率の向上」の３つを基本とし

て、各々の事業特性に合わせた目標を定めて活動しています。また、環境マネジメントシステムも、事業規模とその環境負荷を

総合的に考慮して各社が自主的に構築を進めています。（28ページ参照）

＜環境マネジメントシステムの構築状況＞

　■日本油脂は、愛知事業所(衣浦工場・武豊工場)、尼崎工場、千鳥工場、大分工場でISO14001の認証を取得済みです。

　　2004年 6月に王子工場から移転した大師工場では、2005年度末までにISO14001の認証を取得する予定です。

　■日本工機㈱は、2003年 12月にISO14001の認証を取得しました。

　■日油技研工業㈱は、2004年 4月にエコアクション２１の審査に合格しました。

　■日油サービス㈱は、2004年12月に交通エコロジー・モビリティ財団の推進するグリーン経営の認証を取得する予定です。

※認証取得状況の詳細は、ホームページに掲載しています。

計画と実績

新たに中期目標を策定しました。



※環境保全を目的とする設備を含むものの、当該部分を明確に分離できない場合は、按分計算は

　行わず、その全額を計上しておりません。

※効果は、環境保全効果を物量単位で集計しました。経済効果については、有価物の売却額のみ

　示しました。　また､リスク回避等の仮定に基づくみなし効果についても記載しておりません。

環境会計

2

　環境活動の成果を経営に反映します。

集計範囲：日本油脂単独　　対象期間：2003年 4月 1日～2004年 3月 31日

　2003年度の環境保全のための費用額は1,982百万円で、2002年度より約7％増加しました。これは主に、産業廃棄物の処理及

びリサイクル費用の増加に因ります。また、2003年度の環境投資額は373百万円でした。これは主に、千鳥工場の排水設備更新

と愛知事業所の触媒燃焼式脱臭装置の導入に因るものです。2004年度は環境保全のため92百万円の設備投資を予定しており、費

用額は2003年と同程度を予定しています。

＜得られた効果のポイント＞

■最終埋立量の大幅削減

　　　　　⇒　10ページ

■PRTR物質の排出量削減

　　　　　⇒　12ページ

環境保全効果

環境保全コスト

2003年度の環境会計



　日本油脂グループでは、投入エネルギーを原単位管理することで、総合的なエネル

ギー効率の向上を目指しています。活動の評価は、熱への換算係数を一定として外的

要因を排除し自己評価しています。なお、2003年度の使用エネルギーを一次エネル

ギーに換算すると3,014千ＧＪ/年(対前年５％増加）でした。

　2003年度、グループの温暖化ガス排出

量は206千 tonCO2で、前年比15千ｔ

(工場CO2：5千ｔ、工場フロン：9千ｔ、

物流CO2:１千ｔ)増加しました。

　主な要因は、前年度に比べて生産量が

約１万ｔ増加したことに加え、新規製品

のプラントが稼動を開始したためです。

　2003年度は、グループ全体の生産量が

約１万ｔ増加したため、全体のエネル

ギー購入量も前年比５％増加しました。

一方、各社の取り組みの成果により、生

産量ベースの原単位は前年比0.2％向上

しました。

　2003年度の日本油脂のエネルギー購入

量は1,950千GJと前年に比べ６％増加し

ましたが、生産量ベースの原単位は前年

比0.2％改善し、1990年を100とした場

合91となりました。

　日本油脂を除く各社のエネルギー購入

量の合計は213千GJで、前年に比べ5％

削減しました。特に日本工機㈱、日油技

研工業㈱においては、エネルギー削減の

取り組みが積極的に推進されています。

　日本油脂のこれまでの活動では、工場

単位での評価が中心でした。しかし、取

り組みが進むにつれ、改善効果が見え難

■排出量の内訳（CO2換算値）

　　生産活動によるCO2　

　　物流によるのCO2　　

　　　　フロン　　　　　

　　　　CH4、N2O　　　　

■物流によるCO2排出量は、一部推定値を含みます。

■年度毎の全電源平均の換算係数を用いました。

く、評価が曖昧になるという欠点が問題となりました。そこで、2004年度からは、新規事業と既存事業の区分け、プラント・

系列毎の分析、主要製品・工程の徹底解析など、評価基準をきめ細かくしてフォローアップを行い、活動をレベルアップします。

そして、既存事業は確実に目標を達成し、新規事業は根拠を明確することで温暖化ガスの削減を推進します。

　　■エネルギー原単位向上⇒本ページ下段　　■フロン類排出量の削減⇒次ページ　　■物流による排出⇒17ページ

＜エネルギー原単位（連結）＞

　　　　　　　　　　2002年度　2003年度

購入量[千GJ]　　　　　2,069　　2,163

原単位[GJ/製品1t]　   9.16　　 9.14

■電力のエネルギー効率は、3.6GJ/kWhで一定

　として自社の活動を評価しました。

■原単位指数は、製品1t当たりのエネルギー

　購入量を1990年を100として評価しました。

2003年度温暖化ガス排出量（連結）

156千ｔCO2
 33

 16

　1

エネルギー原単位向上の取り組み

地球温暖化防止

エネルギー購入量(グループ)

2003年度の実績

日本油脂グループの温暖化ガス排出量

取り組みのポイント

2003年度は、エネルギー原単位は向上したものの、環境負荷の

絶対値は増加しました。



これまで、日本油脂ではエネルギー原単位の向上を目標に掲げて活動を推進してきました。然しながら、新規事業が急速に立ち

上がり、また今後２、３年の内に市場への展開を予定している事業が複数あります。そのため、製品構成の変化によるエネルギー

原単位の悪化、更には温暖化ガス排出量の増加が予測されるので、2004年4月より抜本的な省エネ対策の見直しを開始しました。

　今後、エネルギー原単位向上の目標を達成すると共に、温暖化ガス排出量を、1990年度実績に対して7％削減するという産業

界の目標値をクリアするよう一層努力していきます。

　日本油脂各工場における2003年度の

取り組み状況を以下に紹介します。

【尼崎工場】

　固定費的にエネルギーを消費する原料

油脂タンクの保温改良により蒸気を削減

し、原単位指数は68→66となりました。

【千鳥工場】

　原単位指数は122→123と悪化しまし

たが、抜本的な省エネ対策として廃水処

理設備を高効率型（エネルギー使用量の

約10％を削減：設計ベース）に更新し、

2004年1月～3月に計画通りの効果が得

られることを確認したので、2004年度は

大きく成果が出ると考えています。

【大分工場】

　触媒効率の経時的な低下と、製品構成

の変化に加え、新事業のプラントが本格

稼動したことにより、原単位指数は76→

82と悪化しました。

【愛知事業所】

　新規事業（エネルギー多消費型製品）

の稼動開始と、火薬関連製品の生産量減

少の影響（固定費的エネルギーの相対比

率アップ）で原単位指数は113→ 118と

悪化しました。2004年1月に、新たに工

場幹部からなる省エネ委員会を設置して

推進体制を強化し、省エネ施策に関する

見直しを開始しています。

【王子工場】

　東京都北区から、川崎市に新たに建設

した大師工場へ、2003年12月から半年間

かけて移転しました。この間、準備期間

を含めて省エネ活動が停滞し、並列運転

（04年1月～3月）によるエネルギー消費

の重複時期もあり、原単位指数は140→

142と悪化しました。

【新規事業】

　新規事業の展開に伴って、新設プラン

トが順次稼動する予定です。新規分野の

製品に関しては、当該分野のエネルギー

使用効率を参考にして活動目標を定め、

安定稼動の後に着実な改善を図ります。

　2003 年度に日本油脂グループが排出

したフロン類による温暖化ガスの排出量

は、16千 tonCO2でした。

　日本油脂では1995年より、それ以前

に用いていた特定フロンの代替物質とし

てＰＦＣ(パーフルオロヘキサン)の使用

を開始しました。ＰＦＣは、オゾン破壊

係数は「ゼロ」ですが、CO2と比較する

と非常に大きな温暖化効果を有していま

す。ユーザーへの供給責任があるため直

ちに使用を中止することはできません

が、ＰＦＣの排出を防ぐため回収装置を

備えた密閉系システムで取り扱うと共

に、ユーザーと代替品の検討を継続して

います。

　なお、設備点検時の放出は、法令に基

く開放点検の実施時に技術的に回収不能

な分が止むを得ず放出されたものです。

（フロン使用機器に関する取り組みは、

14ページに記載しました。）
■排出量の内訳(CO2換算)

　①製品原料として用いるＰＦＣ　 98％

　②設備点検時の放出・漏れ　　　　2%

フロン類排出量の推移（単体、CO2換算）

2003年度の活動事例

今後の温暖化対策

フロン類による温暖化ガス排出量



　日本油脂グループ全体で2003 年度に

発生した廃棄物は132,457tでした。この

内、事業所内で81.6％を減量し、1.6％

をリサイクルして、残りの16.8％を工場

外に排出しました。排出された廃棄物

22,281tの内、11,352tは中間処理業者

でリサイクルされています。

　最終的に埋立処分した廃棄物は発生量

の2.0％で、前年度の3.9%に比べて大幅

に削減出来ました。

　2003 年度の日本油脂の外部最終埋立

処分量は、尼崎工場と愛知事業所汚泥の

リサイクル化が進み大幅に削減すること

ができました。しかし、今年度のリサイ

クル化処理の運用が年度途中から開始さ

れたため、外部埋立量に占める汚泥の割

合は、全体の約80%と依然高い割合を占

めました。しかし、2004年度は通年で汚

泥のリサイクル化処理が見込まれている

ため、全社の外部埋立処分量は大幅に削

減される見込みです。

　2002年度、日本油脂の埋立量の中で、

廃水処理における汚泥は全体の９割を占

めていました。そのため2003年度は、汚

泥の有効利用を最も重要な課題として、

尼崎工場および愛知事業所で検討を継続

してきました。次の２点が、2003年度削

減対策の主なポイントです。

【尼崎工場】

　汚泥の焙焼処理を経て、路面材・セメ

ント骨材などの用途にリサイクルを開始

しました。

【愛知事業所】

　汚泥の処理方法として、コンポスト化

して主に土壌改良剤として利用する比率

を大幅に高めました。

　この２つの削減対策によって、外部埋

立量全体の９割を占める汚泥のリサイク

ル化が可能となり、現時点で継続的に実

施が可能です。

　前項で述べました通り、2003 年度に

確立した汚泥のリサイクル方法により、

2004年度の埋立量は確実に削減される

と予想しています。リサイクル品の需

要に大きな変動がなければ、2004 年度

の埋立処分量は約800ﾄﾝ/年まで減少す

ると考えています。これは埋立量80％

削減の全社目標に対して、90％削減に

相当します。2004年度の終了時点で、埋

立処分量の実績を確認し、目標をクリ

アできた場合には、次の目標を定めて

活動を推進する予定です。

（参考）

　日本経団連の策定した産業界全体の目標では、

産業廃棄物の最終埋立処分量を2010 年までに

1990年に対して75%削減することとしています。

　日本油脂では日本化学工業会で取り纏められ

ている環境自主行動計画を参考にして、独自の

自主目標として外部最終埋立処分量を2010年ま

でに1990年に対して80%削減することを目標と

しています。

日本油脂単体の2003年度の状況

2003年度は、最終埋立量を大幅に削減しました。

今後の削減対策

日本油脂グループの廃棄物の処理状況

廃棄物削減の取組み

外部最終埋立量の実績



　2003年度日本油脂グループの水使用量

は、6,207千m3で、対前年で99.7％とほ

ぼ横這いでした。日本油脂における水使

用量は5,479千m3で、生産量が前年に比

べて約6％増加したにも関わらず、前年

に比べて22千m3削減しました。これは、

節水を目的とした洗浄方法の見直し結果

に因るものです。

　一方、2003年度の上水使用量は、製品

の増加に伴い前年に比べて705千m3増加

（7％増）しました。日本油脂では、工業

用水から上水並の清浄度を持つ水を得る

ための中空糸ろ過装置の導入を計画中

で、エネルギーや資源を掛けて浄化され

た上水の使用量を削減することを検討し

ており、総合的に環境負荷の低い水資源

の利用スタイルを目指します。

　2003年度に発生した産業廃棄物の内、

社内及び社外で合せて13,487ｔをリサ

イクルし、発生量に対するリサイクル率

は10.2％でした。

　日本油脂においては、産業廃棄物の発

生そのものを削減する事を第一に検討し

ていますが、止むを得ず発生する産業廃

棄物は、極力有効に利用出来るよう活動

を継続しています。

　2003年度は、尼崎及び愛知で最終処分

していた汚泥のリサイクル化が進んだた

め、リサイクル量が大幅に増加しまし

た。

　　　　＜回収の内訳＞

　　　　　　　　　千ＧＪ

　　　廃熱回収　　　343

サーマルリサイクル　112

（販売額11.7百万円）

　2003年度は、廃棄物の再資源化によ

る販売額が22.8百万円となり、昨年度

より3百万円以上増加しました。

主な内容は、次の通りです。

　■製品容器のリサイクル

　　ポリエチレン製の製品容器をユー

　　ザー使用後に回収し、粉砕加工し

　　た後、プラスチック容器材料とし

　　て再利用します。

　■食用廃油のリサイクル

　　食用油脂の製造工程で発生する廃

　　棄物を再生処理し、飼料原料とし

　　て再利用します。

その他、無機酸性溶液の再生、廃油の助

燃剤化などを実施しています。

（販売額1.9百万円）

　2003年度の日本油脂単体における総エ

ネルギー利用量は2,405千GＪでした。当

社では、反応熱の回収ならびに副生物等

の燃料としての回収利用によって455千

GJの熱量を再利用しており、使用量全体

の18.9％を賄っています。

　今後もエネルギー使用量を削減する一

方で、エネルギーの回収利用を継続して

いきます。

　容器包装リサイクル法に関しまして

は、日本油脂は中間素材メーカーであ

り、その対象品は多くありませんが、企

業として責任を果たすべく、ガラス･プ

ラスチック･紙製容器包装の再商品化義

務見込量を日本容器包装リサイクル協会

に届出て委託契約を締結しております。

　　※2003年度の委託契約料は

　　　182千円でした。

　また、包装容器の統合（小詰め製品の

廃止）に取組み中であり、物流における

環境負荷低減に積極的に取組んでいま

す。

容器包装リサイクル

資源の循環

水使用量 エネルギー回収量

内部・外部リサイクル量

2003年度は、リサイクル率を４％向上しました。

エネルギー回収率（単体）



　2006年末までにPRTR対象物質の排出量を50%削減する

　中期目標を策定し、活動を展開中です。

　左図は、日本油脂におけるPRTR法対

象物質の取扱い状況とその数量の合計

を示しています。

　2003 年度の取扱物質数は79物質で、

その内年間で1t以上扱っている物質は

59 物質あります。対象物質の総取扱い

数量は43,869tで、対前年で19％増加し

ました。増加分の9割以上が社内での製

造数量の増加によるものです。

　一方、排出量は321ｔで、取扱量が大

幅に増加したにもかかわらず前年に比

べて7.5%減少しました。排出量の大部

分は大気への排出で、土壌への排出は

ありませんでした。

　なお、再資源化量は11tで、前年に比

べて5.8%増加しました。

自主監視物質について

　日本油脂では、PRTR法対象物質の他に日本化学工業会が推奨する自主監視物質についても、排出量を把握・削減に取組んでい

ます。2003年度に取扱いのあった自主監視物質は38物質で、その内年間で1t以上扱っている物質は32物質あります。総取扱

い数量は12,330tで、排出量の合計は423ｔでした。

2003年度の主な削減対策は、次の２つです。

　①愛知事業所に蓄熱燃焼式脱臭装置を導入し、　

　　排水処理工程の大気飛散物質を半減しました。

　②千鳥工場で、3-クロロプロペンの回収装置を新

　　設し、排出量を前年比35%削減しました。

日本油脂においては、排出量の多い上位4物質で全

排出量の約90%を占めています。2006年度末までに

排出量を50％削減する中期目標の策定と同時に、こ

れに対処するために専門プロジェクトを発足しまし

た。

ＰＲＴＲ

2003年度の状況（単体）

実施した削減対策



　PRTR法対象物質の2003年度における排出量・移動量は、次の通りです。 （単位：kg、小数点以下切り上げ）

届出物質一覧表（単体）



　2003年度日本油脂の有害大気汚染物質

等の自主管理物質の総排出量は9.0ﾄﾝ/

年で、生産量増加に伴い取扱量が増えた

ため､対前年では0.16t増加しました。

　2003年度に実施した排出量の削減対策

としては、貯蔵タンクのベント口の改良

等を行って、大気への排出量を抑えてお

ります。

　2003年度日本油脂ｸﾞﾙｰﾌﾟの SOｘ排出

量は21.8tでした。日本油脂の排出量は

17.8ﾄﾝ/年で、前年に比べて14%減少し

ました｡これは、愛知事業所で燃料とし

て再利用している廃クメン中の硫黄分

が、昨年に比べて1/10以下に減少したこ

とによります。今後も廃棄物の活用施策

につきましては、環境負荷・排出基準の

点で注意しながら対応していきます。

　一方、関係会社による排出量は4.0t

で、対前年で15%削減しました。

　2003年度日本油脂ｸﾞﾙｰﾌﾟの NOｘ排出

量は83.8ﾄﾝ/年でした。日本油脂の排出

量は79.0tで、前年に比べ0.5t減少しま

した。今後も、特に排出量に影響するよ

うな要因はなく、従来の管理幅内での運

転を継続します。

　一方、関係会社による排出量は4.8t

で、対前年で14%削減しています。

　日本油脂では、法規等で定められた排

出基準に対して、安全率を掛けた自主的

な排出基準を定め､異常時発生時であっ

ても排出基準値以下での運転が可能とな

るよう万全の体制を整えると共に、継続

的な環境負荷の削減に取組んでいます｡

　大気汚染防止法等に関連した環境負荷

の排出状況は次の通りです｡

　当社では、冷凍機類の冷媒として、オ

ゾン層破壊物質であるフロン類を一部の

機器で使用しています。これらの機器に

関しては、日頃から厳重な管理を行い、

定期的なメンテナンスを実施していま

す。2003年度、日本油脂におけるフロン

使用設備からのオゾン層破壊物質の排出

量は、CFC-11換算で279㎏ /年でした。

　当社において保有しているフロン冷媒

使用機器は2,164台で、この内、特定フ

ロンを含んだ機器は264台あり、使用さ

れている特定フロンの総量は、CFC-11換

算で304kgあります。

　2003年度、特定フロンを使用している

機器については、2008年末までに全廃す

ることを新たに全社目標に掲げ、削減計

画を立てて取組んでいます。

2003年度日本油脂ｸﾞﾙｰﾌﾟのはいじん排出

量は7.6ﾄﾝ/年でした。日本油脂の排出量

は6.5tで、前年に比べて約7％の増加し

ました｡これは、尼崎工場における汚泥

や廃油等の廃棄物の焼却量が増加したこ

とに因ります。今後も、廃棄物の活用施

策につきましては、環境負荷・排出基準

の点で注意しながら対応していきます。

　一方、関係会社による排出量は1.1ｔ

でした。

有害大気汚染物質

その他の環境負荷

ＳＯｘ

ＮＯｘ

ばいじん(すす、固体粒子)

大気汚染の防止

オゾン層破壊物質の排出量

特定フロン使用機器の全廃

法定排出基準に安全率を掛け、自主基準を定めています。



　当社においては、土壌汚染の防止に細

心の注意を払っております。2003 年度

も、有害物質の土壌への排出は、ありま

せんでした。2004年度は、東京都北区王

子工場跡地売却にあたり、土壌調査を実

施する予定です。

　

　2003年度日本油脂グループのBOD排出

量は55.8ﾄﾝで、対前年で5.4t減少しま

した。日本油脂の排出量は52.7tで対前

年6.0t（前年比10％減）と大幅に削減し

ました。これは、尼崎工場および愛知事

業所で取り組んでいる油水分離・固形分

除去対策の効果です。

　一方、日本油脂グループのCOD排出量

は100ﾄﾝで、対前年で1.9t増加しました。

日本油脂の排出量は98.5t で、対前年

0.6t（前年比0.6％増）と微増しました。

前述の油水分離対策により、愛知事業所

ではBOD・COD共に減少していますが、尼

崎工場では、BODの減少に反してCODは

増加傾向を示しました。これは、新プラ

ントの稼動にともない排水組成が変化し

たためと考えており、今後注意深く観察

します。

　浮遊物質に関しては､2003年度日本油

脂ｸﾞﾙｰﾌﾟの排出量は53.9ﾄﾝでした。日

本油脂の排出量は49.0tで、前年度より

増加しておりますが、特に悪化要因はな

く、測定値に基づくバラツキの範囲内で

適正に管理されています。

　過去５年間に、環境関連法規に違反し

た事例はありません。

　また排水処理後の処理水については、

ここ２～３年横這いで推移しており、工

場排水量に占める処理水の割合は、40％

前後で推移しています。

　なお、2003 年度の工場排水の排出先

は、公共水域95％、下水道5％で、前年

と変化ありませんでした。

　2003 年度日本油脂グループの排水量

は5,984千 m3で、対前年で132千 m3減

少しました。日本油脂での排水量は

5,323千 m3で、対前年で101千 m3減少

しました。生産数量が大幅に増加する

中、洗浄方法の見直し等の地道な削減施

策の効果が出て、昨年実績を下回る結果

を得ることができました。　

水質汚濁の防止

土壌汚染の防止

工場排水量

BOD・COD・浮遊物質

環境関連法規遵守状況



　日本油脂では、従業員の教育推進のた

め全社員を対象とした能力開発制度を設

けています。能力開発の対象は、経営・

財務から基礎学力・専門知識まで幅広い

分野に及びます。

■2003年度における能力開発制度の受

　講者は1,455人でした。

■社員の自己啓発を目的とした通信教育

　制度の利用者は、306人でした。

■全社共通生産設備設計マニュアル作り

　を進める中で、若手従業員への技術伝

　承に努めています。

　2003 年度に新たに公的資格を取得し

たのは、延べ229人でした。

■環境関連の資格取得者は6名です。　

　　衛生管理者1種　1名

　　エネルギー管理士(電気)1名

　　鉛作業責任者2名

　　公害防止管理者2名

■安全関連の資格取得者は179 人です。

　　危険物取扱者65名

　　火薬類取扱保安責任者16名

　　有機溶剤作業主任者19名、

　　特定化学物質等作業主任者15名

　　酸素欠乏作業主任者16名など

　社員の専門性を高めるために、社外の

講習会･セミナーへの参加を積極的に奨

励しています。

■2003年度の教育費用の内、外部講習に

　係る費用は12百万円でした。

■安全を確保するためには、一般論だけ

　でなく専門的な知識を有する人材を育

　成することが重要です。2003年度は、

　各事業所から選抜したメンバー４人　

　が、安全工学協会の主催する安全技術

　者の専門教育講座である「安全セミ　

　ナー」を受講しました。

　日本油脂では、教育制度を整備して計画的に社員のスキルアップを支援しています。また、技術的・専門的な知識を備えた人

材を育成するために、社外セミナーの活用と公的資格の取得を推進しています。

各事業所では、環境・品質・安全衛生の

３つについて、年間教育計画を作成し

て、従業員教育を実施しています。

　これらの教育は、職場単位で月１回以

上のペースで実施し、記録されます。

製造技術、メンテナンス技術、分析技術

等の伝承は、当社の重要な課題の１つ

で、以下の活動を推進しています。

　①資格・役職に応じた習熟度管理

　②外部技能研修の計画的な受講

　③作業標準類の安全面から再点検

これらの施策により、安全面における技

術の伝承も確実に実施できるよう努めて

います。

日本油脂では、社員（特に新入社員や作

業経験の浅い者）に対する安全教育や、

協力会社への安全教育を計画的に実施し

ています。2003年度に実施した具体的な

内容は次の通りです。

　①運送業者への安全教育の強化

　②ＫＹＴ活動を通じた安全教育

　③自作安全教育資料に基づいた教育

　④国外の同業との技術交流

愛知事業所の技術交流風景　

尼崎工場の教育訓練風景　

教育の実施

全社における教育訓練

公的資格の取得支援総合教育訓練 専門教育の受講推進

事業所における教育訓練

年間教育計画（ISO）

ポイント教育

技術の継承

個性を尊重し、危険を予知する感性を育みます。



　日本油脂グループにおいて、物流部

門は最も環境保全の取り組みが遅れて

いると認識しています。然しながら、日

油サービスの取り組みを始めとして、

物流における環境負荷削減と安全確保

のための取り組みを着実にスタートし

ました。2004年度は、輸送手段・配車を

見直すことで、物流の効率アップによ

り環境負荷を低減します。

　日本油脂の各工場で実施されている対策あるいは検討中の主な施策

※千鳥工場では、独自の活動として全製品の

　イエローカード作成に取組んでいます。

尼崎工場 ・タンクローリーからISOコンテナへの切替え（５０車分削減）
・１wayフレコンバックの燃料化

千鳥工場 ・１wayドラムから、再使用型ドラムへの転換
・リサイクル可能な樹脂製パレットの採用
・長距離輸送時の輸送効率化

愛知事業所 ・納入時期の微調整による一括輸送化（配車効率のアップ）
・冷凍車、コンテナの点検頻度増加（安全性の向上）
・荷降し中のエンジン停止
・最短配送ルートの選択

大分工場 ・ISOコンテナの大型化（10ﾄﾝ → 20ﾄﾝ）
・船舶輸送の試み

箇所　　　　　　　　　　 主な取組み内容

　物流による2003 年度の温暖化ガス排

出量は、日本油脂グループ全体で約33千

ｔ（ＣＯ2換算、一部推定値を含みます）

でした。今後、より正確な把握を行うと

共に、削減対策を推進していきます。

2003年度末現在で約1300枚を超えるイ

エローカードを作成し、ローリー・コン

テナ等のバルク輸送については完全配布

を実施しております。なお少量輸送時の

対応については、2001年2月日本化学工

　日本油脂グループでは、多くの自動車

を所有又はリースしていますが、計画を

策定し順次法対応を進めています。ま

た、環境対策の観点からより環境負荷の

少ない低公害車の導入等を推進中です。

　日本油脂では、送迎用乗用車5台、営

業用乗用車15台、荷役用自動車34台を

所有していますが、これらの更新に際し

ては、低公害車を導入する方針です。

業会が発行した「緊急時応急措置指針

（容器用イエローカードへの適用）」に準

じて、ラベル方式による運用を実施して

おります。また万一の事故に備えて行政

機関・近隣企業･業界団体などと相互支

援体制を結んでいます。

　日本油脂グループでは、物流部門の統

廃合を進めています。今後、よりシンプ

ルで効率の良い体制を構築し、環境負荷

の削減に繋げていきます。

　日油サービス㈱は、2002年に同じく物

流事業を行っていた日油自動車 ㈱を統合

して、現在に至っています。

　2003年度末の自動車所有数は、ディー

ゼルトラック16台、ガソリン乗用車5台、

荷役用フォークリフト117台(内51台は

電動)で、日本油脂グループの中で物流

業務を担当しています。

　同社は、日本油脂グループの中で、物

流の中心的役割を担う会社として、地球

環境の保全に積極的な取り組みを開始し

ました。物流事業という特性から、国土

交通省の外郭団体である交通エコロ

ジー・モビリティー財団が推進する「グ

リーン経営」の認証を2004年12月まで

に取得する予定です。

イエローカードの整備

低公害車の導入

2004年度の予定

物流安全

物流による環境負荷

物流部門の統合

日油サービス㈱の取り組み

物流に関する取り組みをさらにレベルアップします。



　当社では、法令（毒劇法、PRTR法、労

働安全衛生法）で義務付けられている物

質だけでなく、製造している全ての製品

のMSDSを作成し、ユーザーに対して危

険・有害性情報を提供しています。これ

らのMSDSは、データベースとして構築

されており、製品の安全情報を収集して

改定すると共に、顧客に対しては常に最

新の情報を提供するよう努めています。

2004年末にMSDSの内容定めたJIS規格

が施行されますが、日本油脂では既に改

定作業を終了しています。なお、化学品

の分類および表示に関する世界調和シス

テム(GHS）において日本を含むASEAN諸

国は2006年度の実施を決定しており、現

在、法改正・ガイドライン作成の作業が

進められています。当社は、この改定に

ついても即応できるよう準備中です。ま

た、取り扱っている全ての原料について

MSDSを収集し、作業者の安全を守るため

の教育資料として用いたり、設備・安全

対策の見直しに役立てています。

　新製品開発段階において、その化学物

質の開発から廃棄に至る安全性は事前に

厳しく評価する必要があります。日本油

脂では新たな化学物質を取扱うに当たり

環境･安全･健康･経済の観点から基準を

設け、その基準に従ったセイフティーア

セスメント（SA）を実施しています。2003

年度社内での化学物質に関するアセスメ

ントの実施件数は283件と新規化学物質

に対するSAを中心に大幅に増加しまし

た。

　日本油脂では、事務用品・ＯＡ機器の

購入の際に、エコ製品を選択する活動は

既に開始済みです。現在は、調達原料に

関して、特に厳しい管理の必要な物質を

「グリーン調達基準対象物質」とし、当

該物質に係る法規制の状況を基に３段階

にランク分けし、その取扱いを厳しく管

理するための社内基準を検討していま

す。2004年度には、ＲＣ委員会での審査

を経て、基準としての運用を開始する予

定です。

　当社では、研究・開発の段階で多くの

試薬を使用しています。その中には毒劇

物に該当するものも多く含まれており、

厳重な管理の下使用しています。

　2003年度は、全社で不要となったまま

保管されている試薬の洗い出しを行い、

適正に破棄しました。

　2003 年に日本油脂から届出された新

規化学物質の届出（化学物質の審査及

び製造等の規制に関する法律及び労働

安全衛生法に基づく事前届出）件数は

303件でした。多くの新製品を開発･販

売するにあたり、化学物質の有害性を

事前に確認するとともに、安全に取り

扱うよう心掛けています。

セーフティーアセスメント

新規化学物質の管理

化学物質の総合安全管理

グリーン調達 ＭＳＤＳ

化学物質の有害性に応じた明確な自主基準の下で製品を供給します。

有害性に応じた自主管理

試薬の管理



　日本油脂は、ＰＣＢ内蔵機器の使用を

禁止すると共に、保管管理者を選任し厳

重に管理しています。今後、国の指導の

下でＰＣＢ廃棄物の処理が開始された際

には、当社も保管中のＰＣＢ内蔵電気機

器類（トランス、 コンデンサー、蛍光燈

安定器）について、随時適切に処理を委

託していきます。

　日本油脂ではダイオキシン特別措置法

における特定施設に該当する焼却設備

を、尼崎、千鳥、大分工場に各１基の計

３基保有しています。2003年度のダイオ

キシン類の排出量は合計 6.146mg-TEQ/

年でしたが、３基ともに排出規制値を十

分にクリアしており、今後も適正運転の

確保に努めます。

　社規定に「製品に関わる苦情・事故等

処理規則」を定め、消費者の申し出を謙

虚に受け止め、消費者ならびに当社の双

方が納得出来る円満な解決を目指して、

迅速・公平に対処する体制を整えていま

す。なお、2003年度を含む過去５年間に

当社製品に関するＰＬ問題の訴訟はあり

ません。

　ＬＲＩとは、人の健康や環境に対する

化学物質の長期的な影響についての研究

を国際協力の下に進めようというICCA

(国際化学工業協会協議会)の自主活動の

ことです。現在加盟各国で具体的な　活

動が始まりつつあります。日本油脂は日

本化学工業協会(JCIA)を通じて積極的に

この活動を支援しています。

　日本油脂は化学物質の各種危険有害性

データを充実するために日本化学工業協

会を通じて、国際化学工業協会協議会

(ICCA)の提唱する国際的活動のICCA HPV

Initiativeに積極的に参加しています。

日本油脂では21物質についての国際的

共同作業へ参加し、内２物質については

国際コンソーシアムの中でリーダ企業と

しての責任を果たしています。ドコサン

酸については2001年11月に日本政府を

通じてOECD(経済協力開発機構：SIAM13)

に試験データの報告書を提出しました。

もう1物質[エチレンビス(ステアロアミ

ド)]については、2005年秋に予定されて

いるSIAM21での報告を目指し、安全性

データの収集等を行っている最中です。

廃棄段階での取り組み

　化学物質を含む当社の廃棄物が適切に

処理されるように、排出する廃棄物の性

状などを公開するとともに、処理業者の

選定に当たっては、

　(1) 許可証（許可内容）の確認

　(2) 処理施設の見学（現地確認）

　(3) 適正な処理料金であるかの確認

　(4) マニフェストの運用状況の確認

等を実施して、信頼性のある処理業者に

処理を委託しています。

　当社では、「レスポンシブル・ケア規

則」に基づき、レスポンシブル・ケア委

員会を中心として、品質保証体制の強

化、欠陥のない安全な製品作りに努めて

います。社規定に「品質管理規則」「ク

レーム処理規則」を定め、品質の絶え間

ない向上に努めています。各工場では、

それぞれ製造する品目の特性に合わせた

品質マネジメントシステムを構築してお

り、ISO9000ｓの認証を取得しています

(認証取得・更新情報は、ホームページ

をご参照下さい)。

国際活動への参加

ＨＰＶの国際的取組みへの参加

ＬＲＩへの協力

ＰＣＢの適正管理

ダイオキシン類の発生抑制

ＰＬ対策

品質マネジメントシステム

その他の取り組み品質向上の取り組み



日本油脂グループの環境配慮型製品

　当グループで、特に環境保全対応型と位置付けている製品や技術を以下に紹介します。

（注）　以下に紹介する製品例は、環境保全を目的とした製品開発を行った事例、あるいは開発中の事例ですが、納入先のユーザーにおいて

　　　更に加工されて最終的な使用に供されるため、その環境保全効果の完全把握には至っておりません。

木質－合成樹脂相溶化剤～日本油脂：油化事業部

　木材の表皮やおが屑など、植物系の材料でありながら有効利用されずに焼却処分される物が多くあります。例えば、この様な

木質材料を合成樹脂に混ぜようとしても、分離したり、最終製品の強度や外観が悪いといった欠点があり、再利用できませんで

した。

　日本油脂の開発した木質－合成樹脂相

溶化剤は、植物のセルロースと合成樹脂

とを仲立ちして、両者を均一に混合する

ことを可能にしました。また、使用する

合成樹脂も廃プラスチックを利用するこ

とが可能です。

　これにより、廃木材や茶殻など、従来

焼却処分されていた廃棄物と、同じく焼

却されていた廃プラスチックを、新しい

「有価物」として再生することができま

す。

杉の造成地

杉バーク（廃材）

合成樹脂　　

■各種合成樹脂が使用可能

■木質を５０％以上配合可能
廃棄物が「成型品」に再生されました。

■この例では、ポリプロピレンに杉廃材を

　配合し、人工木材として再生。

■木質を配合して、合成樹脂の使用量を

　削減するため、省資源です。

■木質・合成樹脂ともに、廃棄物を利用

　できます。

製品開発のフロー
　日本油脂では、製品の企画から販売するまでを６つのステージに分け、その各ステージで、法規・安全性・有害性などステー

ジに合わせた詳細項目をチェックすることが社規定に定められており、ステージ毎の対応フローが決まっています。環境保全に

関わる事項も各ステージで検討され、条件を満たしていない場合には、必要な改善を行うか開発が中止されます。

　私たちは化学企業グループとして、環境保全重視の製品開発を積極的に進め、環境保全対応型製品・技術の開発にあたっては、

ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）

の概念導入を検討し、総合的に環境負荷

が少ない製品作りを目指します。

製品の企画から販売までの６つのステージ

環境に配慮した製品開発

固有の技術を絶え間なく磨き、環境保全に貢献します。



　ニチユソリューション㈱では、粘着性

物質が多く含まれている古紙原料を再利

用するため、これらをしみができないレ

ベルまで分散させる内添型スティキーコ

ントロール剤と、耐水性が強く解きほぐ

しにくい古紙の離解を促進する薬剤を開

発し販売しております。これらの薬剤を

用いることで、これまで破棄するしかな

かった古紙も再生することが可能となり

ます。

　日油技研工業㈱は、海洋観測・調査に

必要な「海洋調査機器」の研究・開発に

取組み、最先端の海洋開発機器を誕生さ

せています。

※同社の水中自動切離装置は、それ自体が環境配慮　

　型製品ではありませんが、深海の汚染調査などの

　環境分析技術の発展に寄与しています。

　日本油脂ＢＡＳＦコーティングス ㈱で

は、工業用塗料として環境対応型製品の

品揃えを強化しております。既に上市し

ている重金属フリー塗料に続き、揮発性

有機化合物（VOC)の削減を目的として開

発された水系塗料「アクアUR100」では、

溶剤型塗料に比べVOCの使用量を1/4に

抑えることができます。

ＶＯＣ削減塗料
　～日本油脂BASFｺｰﾃｨﾝｸﾞｽ㈱

古紙を再生剤する製紙用薬剤
　～ニチユソリューション㈱

海洋調査機器
　～日油技研工業㈱

クロムフリー防錆剤
　～㈱日本ダクロシャムロック

　ＶＯＣ排出規制に対応した非揮発性物

質である硬質ウレタンを採用しており、

耐久性に優れているだけでなく、低臭気

性でホルムアルデヒド発散等級区でも最

高ランクの環境対応型製品です。

水系硬質ポリウレタン塗り床材
　～ニチユソリューション㈱

鉛フリーの散弾
　～日邦工業㈱

　日邦工業㈱は、プラスチックとタング

ステンの新規複合材で、鉛と同程度の比

重と硬さを実現し、鉛散弾の代替材料と

して採用されています。

　地球環境問題から、鉛フリーハンダの

開発が世界的な潮流になっています。こ

のようなハンダに対応できるフラックス

の開発の一環として、ブロック酸硬化の

技術を、フラックスに応用して洗浄を必

要としない機能性フラックスなどの開発

を進めています｡

　オゾン層破壊物質の使用禁止・排出削

減のために提案される代替候補物質が、

冷凍機の冷媒として使用出来るかどうか

を左右するポイントの１つに、機器に使

用する潤滑油の性状が挙げられます。日

本油脂では、代替フロンを冷凍機の冷媒

として使用する際の潤滑油（新冷凍機

油）を提供することで、代替フロンの普

及をサポートしています。

　軽油中に含まれる硫黄分は、これまで

段階的に除去されてきましたが、硫黄分

の除去の際には軽油中の潤滑性に寄与す

る成分も同時に分解や除去されるため、

内燃機関内部で焼きつきなどの問題が発

生します。

　日本油脂の潤滑性向上剤は軽油に添加

することで、 内燃機関に潤滑性を与える

ことが可能で、これにより低硫黄軽油

（硫黄含有量50ppm以下）の普及に寄与

しています。

軽油用潤滑性向上剤
　～日本油脂：油化事業部

鉛フリーハンダ
　～日本油脂：電材事業開発部

代替フロン用新冷凍機油
　～日本油脂：油化事業部

　㈱日本ダクロシャムロックの提案する

「ジオメット」はクロムを含まない水系

の防錆剤です。 環境負荷の削減と防錆性

能を両立した技術は、世界の自動車メー

カーで採用されています。



　2003年度は、防災対策として関連設備

の改善等で約1．5億円の設備投資を行い

ました｡投資の内訳は、爆発・火災・漏

洩対策に50％、設備改善に30％、労働安

全対策に10％です。

　日本油脂では、非常事態対策規則等の

社規定を整備し、万一の場合に対策本部

を設置して対応するよう組織を整備して

います。また、工場毎に緊急対応規則を

整備し、定期的な見直しと教育・訓練を

行うと共に積極的な防災投資を実施し防

災体制の強化に努めています。また、

1995年の阪神大震災、2000年の武豊工

場事故の際に、電話による通信が困難で

あった経験から、特に重要性が高いと考

えられる部門に、衛星電話を設置してい

ます。中でも、火薬類を製造する愛知事

業所では衛星電話に加えて、消防署との

ホットラインも設置して、万一の場合の

連絡網を確保しています。この様な連絡

設備は、適宜見直しを実施しており、

2003 年度は愛知事業所の衛星電話を増

設すると共に、使用訓練を実施していま

す。

千鳥工場の防災訓練風景 愛知事業所の防災訓練風景

　日本油脂グループでは、毎年8月1日

を「安全点検の日」と定め、日常点検と

は異なった視点で事業活動全般に関する

点検活動を実施しています。

　■初めは生産現場の安全見直しが中心

　　でしたが、第4回（2004年8月）の

　　活動では、スタッフ部門・営業部門

　　を含めて全部門が、それぞれの業務

　　特性に応じ、日常の管理活動とは切

　　り口を変えて自分の業務を見直し、

　　点検結果を経営トップに報告してい

　　ます。

　■最近外部で発生している事件・事故

　　の事例を見ると、緊急対応マニュア

　　ルや、点検マニュアルが整備されて

　　いても、実際には役に立たなかった

　　例が数多くあります。工場箇所にお

　　いては、従来からの訓練方法に、抜

　　き打ち形式・アドリブ形式を取り入

　　れて、予告なしの実戦型に改めるこ

　　とで、より現実に近い状況下での問

　　題点抽出に努め、システムの有効性

　　を高めています。

　天災には地震、台風、落雷等がありま

すが、どれも避けることはできません。

従って天災が起きてもその被害を最小限

にするための努力を継続し、何時起きて

もいいというような心構えでいることが

重要です。

　愛知事業所では、東海大地震を想定し

て建物の倒壊予測を見直して､2003年度

より優先順位の高い設備から補強工事を

実施しています。地震対策マニュアルに

ついては、地震予知情報のレベル（観測

情報、注意情報、予知情報、警戒宣言）

に応じて、行動マニュアルを改訂しまし

た。

　他の工場でも事業特性に合わせ、災害

マップを作成して必要に応じて設備投資

を計画的に進めています。

※2003年8月の活動内容は、弊社ホームページにて

　掲載しています。　http://nof.co.jp

安全・防災対策投資

安全点検の日全社の防災体制 天災に対する備え

安全体制
安全確保と環境保全に万全を期します。



労働災害発生状況（連結）

休業災害発生状況（連結）

　日本油脂グループで2003 年に発生し

た休業災害は６件でした。

　

　日本油脂では、設備・プロセスの新設、

改良に際しては、セーフティーアセスメ

ント（ＳＡ）を実施し、安全性を詳細に

検討しています。2003年度は14件の設

備ＳＡを実施して、安全確保に努めてい

ます。今後、化学プラントの安全評価手

法として広く使われているHAZOPなどを

導入して、既存プラントの再評価も実施

していくことが必要です。

　日本油脂グループは、グループ全体で

労働災害の撲滅に向けた取組みを推進し

ています。この安全活動には、日本油脂

の各事業所内で作業して頂いている協力

会社も参加しており、当グループに関係

する労働者全員が安全に、安心して働け

る職場を形成するために、全員一丸と

なってゼロ災活動を展開しています。

※データは暦年(1月～12月)です。

※データは暦年(1月～12月)です。

過去５年間の事故発生は次の１件です。

　2000年 8月 1日

　　愛知事業所武豊工場

　　無煙火薬第12一時置き場爆発

2001年度以降、休業災害の発生件数は増

加しており、グループ全体で対策強化中

です。

　具体的な活動の展開は、各事業所で実

施するものの、労働災害の発生はマニュ

アル不備を始めとして管理側の問題も少

なくありません。日本油脂では、定期的

に工場長を招集し、経営トップと安全に

関する協議を行って、管理側のモチベー

ション維持に努めています。また、グ

ループ各社の社長が一同に会する関係会

社会議においても、安全に関するトップ

指示が定期的に出されています。

　上述のように、トップダウンで安全活

動に取組むと共に、各事業所の取り組み

が推進された結果、日本油脂グループの

労働災害全体の発生件数は減少傾向にあ

ります。今後も活動を継続して、労働災

害の撲滅のため、粘り強い活動を継続し

ます。

　当社は消防法の危険物、毒劇物、火薬

類の製造・取扱いがあり厳重な管理を

行っています。2003年度は経済産業省等

からのテロに備えた緊急の保安強化の要

請に応えるため、全社で外部に対する保

安体制を強化しました。主な活動は

　①入場者に対する管理の強化

　②危険物･毒劇物･火薬類の管理の強化

　③夜間・休日の巡視強化

等です。今後も引き続き保安活動の強化

に努めていきます。尚、当社では病原性

微生物、ウイルス、生物毒素、麻薬性物

質の取扱はありません。

設備のセーフティーアセスメント

労働災害の発生状況

休業災害の発生状況

外部に対する保安強化

労働災害全体の発生状況

事故の発生履歴



　私共は、これまでの長い企業活動を通じて「企業は地域社会と共にある」ことを知っています。企業の社会的責任が盛んに議

論されていますが、情報開示を前提とした「企業の透明性」は、企業が持続的に発展するための重要な条件の１つです。

　日本油脂グループは、これまでも、そして、これからも、誠意をもって双方向コミュニケーションを深化していきます。

　日本油脂は、地域・社会との「対話」を重要と考えています。2003年度は川崎地区、

大分地区でのＲＣ地域対話集会(主催：日本レスポンシブルケア協議会)に参画すると

共に、地域で催される活動を支援したり、住民の皆様による工場視察を受け入れるな

どして、対話の機会を積極的に作りました。

　日本油脂は、当社の事業を理解して頂く機会として、工場見学会を積極的に催して

います。また、工場施設を一般開放することで地域の方々との交流を深めることが大

切であると考えています。今後も、常に開かれた工場であることを心掛け、地域社会

の皆様の信頼を深めるよう努めていきます。

　　　　　　2003年度実績
対話活動　　　　５件
地域活動支援　　２件

※愛知事業所(愛知県知多郡武豊町)では、宇宙科学者による小中学生を対象とした

　「宇宙学校」の開催に実行委員として参加しました。

　　　　　　　2003年度実績
工場見学学習会　　６件
工場施設の開放　　３件

地域・社会との関わり

双方向コミュニケーションを目指して

対話と地域の(環境)活動支援

工場見学・工場施設の開放

一企業市民として、地域社会に貢献します。



 　2003年度は、3箇所5件の表彰を受けました｡

　本レポートとは別に、環境情報開示手段として、インターネットの日本油脂ホームページ(http://www.nof.cp.jp/)上に「環境レ

ポート」を掲載しております。

　災害へ備える上で、地域の防災組織との連携は欠かすことが出来ません。日本油脂

は、積極的に機会を捉え、地域組織との防災訓練を実施したり、技能の向上を図って

います。また、地域の美化活動に積極的に参加し、自主的なボランティア活動を行う

ことでモラル向上を支援しています。

　　　　　　2003年度実績
防災活動　　　１２件
地域美化活動　　３件

　　■2003年 7月１日から2004年 6月末までに2003年度版環境レポートを閲覧した方の数は、のべ17,983人でした。

　　■2003年度版環境レポートに関するアンケートに37件ご回答を頂き、ご意見を５件頂戴しましたので、本レポート編集の

　　　参考にさせて頂きました。

防災のための連携強化・地域美化

表彰事例

日本油脂グループの取り組みをご理解いただくために



事業構成と主要会社

[図の見方]

　内側：事業区分と主要会社（連結対象）

　外側：主要製品

事業内容の推移

経常利益の推移（単体） 従業員数の推移（単体）

会　社　名　　　日本油脂株式会社

　　　　　　　　（英名：NOF CORPORATION）

設　立　　　　　昭和24年 7月 1日

代表取締役会長　宇野　允恭

代表取締役社長　中嶋　洋平

本社所在地　　　東京都渋谷区恵比寿4-20-3

資本金　　　　　159億 9400万円

売上高　　　　　888億円（単独）

　　　　　　　　1,374億円（連結）

従業員数　　　　1,632名（単独）

　　　　　　　　3,694名（連結）

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社  　　連結子会社　25社

　　　　　　　　持分法適用会社　5社

概　要

日本油脂グループの事業概要



各事業所の紹介

食品の新工場である「大師工場」

　■食品事業の主力工場である王子工場（東京都北区）は、

　　川崎市京浜臨海地区コンビナートに新たに建設した　

　　「大師工場」(2004年 6月竣工)に移転しました。

　■「大師工場」では、ＨＡＣＣＰ対応のハードを導入す

　　ると共に、バーコード管理システムを構築して、原料

　　から製品までのトレーサビリティーを可能とすること

　　で「食の安全と安心」を確立しています。

　■大師工場の取り組みは、2004年度の稼動実績を基に新

　　しい目標を定めて改善を進めていきます。



グループ各社の紹介





用語解説

参考資料

【コンプライアンス】

　法令や社会規範を含むルールを遵守すること。

【レスポンシブル・ケア活動】

　事業者が自己責任の原則に基づき、化学物質

の全ライフサイクルにおいて、環境、安全、健

康の確保を公約・実行する活動。

【ＭＳＤＳ】

　Material Safety Date Sheet の略。製品の

安全性情報が記載され、有害性の高い物質は法

律でユーザーへの提供が義務付けられている。

【イエローカード】

　ローリー等の輸送時の事故に備え、積載物の

性質や緊急時の対応について記載したカード。

【容器イエローカード（ラベル方式）】

　混載輸送や少量輸送時に、積載物の警告表示

ラベルに緊急時措置指針番号と国連番号を追記

したもの。

【ＧＨＳ】

　Globally Harmonized System of Classifi-

cation and Labeling of chemicals の略。化学

品の分類および表示について国際的に統一しよ

うとするシステム。

【ＰＣＢ】

　ポリ塩化ビフェニルのこと。1974年以降製造

が中止された。PCBを含有する電気機器は厳重

に保管・管理することが法律で定められている。

【ＨＰＶ】

　High Production Volume の略。国際化学工

業協会協議会が提唱したもので、世界的に高生

産量の既存化学物質について協力してデータを

収集し、環境安全性の評価を行うことを目的と

している。

【ＬＲＩ】

　Long Range Research Initiative の略で、

人の健康や環境に対する化学物質の長期的な影

響について、国際的に協力して研究する活動。

【グリーン調達】

　品質や価格だけでなく、環境負荷を判断基準

として原材料等を調達すること。

【セーフティーアセスメント】

　新たに化学物質や設備等を扱う前に、その危

険性について事前に評価すること。

【ＨＡＺＯＰ】

　Hazard and Operability Analysis or Studies

の略。想定されるプロセス異常に対する安全策

の妥当性を評価するもの。

【ＫＹＴ】

　危険予知訓練のことで、職場に潜む危険を事

前に察知し、未然防止に繋げていく活動のこと。

【ＰＲＴＲ】

　Pollutant Release and Transfer Register

の略で、環境汚染の恐れがある物質の排出量や

移動量を登録する制度。法律で対象物質が決め

られている。

日本油脂の環境活動の歩み

※1996年に設置された設備・環境安全統括室は、1988年に発足した環境安全部と生産技術部を統合したものです。



Photo by (C) Tomo.Yun

http://www.yunphoto.net

～ 表紙の紹介 ～

　■(株)タセトは2004年 4月に、日本油脂保有の全株式を神鋼タセト(株)に譲渡しました。本報告書においては、

　　(株)タセトの環境負荷は含めておりません。

　■(株)パイロセーフティーデバイスは2004年 6月に解散し、昭和金属工業(株)に統合しています。

　■日武産業㈱およびニチユエステート㈱は、設備の一部を日本油脂と共同使用しているため、当該設備に係る

　　環境負荷は按分計算を行わず、日本油脂単体に含めました。

　■報告対象は、国内としました。（海外の連結子会社のパフォーマンスデータ等は記載していません。）

　本レポートは、従来の報告に対して下記の点を修正しています。

　■温暖化ガスの排出量算出の際、電気の換算係数は、年度毎の全電源平均(発電端)を用いました。

　■エネルギー原単位向上の取り組みを自己評価する際の電力は、二次エネルギーとしての使用効率（3.6GJ/千 Kwh）を

　　用いて熱量評価しました。

　■都市ガスの換算係数については、ガイドラインを参考にして代表値を用いていましたが、燃料購入先より提供された

　　熱量換算値を用いて、基準年に遡って再計算しました。

　弊社ホームページ（http://nof.co.jp）に公開している「環境レポート」のサイトは、紙面の都合で本レポートに掲載出来

なかった日本油脂グループの取り組み内容を紹介しています。

　また、過去の報告書のバックナンバーを掲載しています。

〒150-6019

東京都渋谷区恵比寿4-20-3　(恵比寿ガーデンプレイスタワー)

TEL：03（5424）6670　FAX：03(5424)6803

E-mail：g_rce@nof.co.jp

日本油脂ホームページ　http://nof.co.jp

作成部門・問い合わせ先

日本油脂株式会社

設備・環境安全統括室

環境報告書（2004年度版） 発行日：2004年９月

報告範囲に係る特記事項

インターネット公開情報との関係

報告事項に関する補足説明
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このＲＣレポートは、古紙配合率100％の再生紙を使用しています｡

日本油脂株式会社
NOF  CORPORATION
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